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第54回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

事業報告
■業務の適正を確保するための体制に関する事項

連結計算書類
■連結株主資本等変動計算書
■連結注記表

計算書類
■株主資本等変動計算書
■個別注記表

(2018年4月1日から2019年3月31日まで)

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト(https://www.nri.com/jp/ir/cpd/soukai)に掲載す
ることにより、株主の皆様に提供しております。

表紙
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業務の適正を確保するための体制に関する事項
1. コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　当社は、健全で持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、社会、お客様、社
員、取引先、株主等のステークホルダーの立場を踏まえた上で、透明・公正かつ迅
速・的確な意思決定を行うための仕組みがコーポレート・ガバナンスであるとの認識
に立ち、以下の基本的な考え方に沿って、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組
んでいます。
(1) ステークホルダーとの協働

　当社は、ステークホルダーの利益を尊重し、ステークホルダーと適切に協働す
る。特に株主に対しては、その権利が実質的に担保されるよう適切な対応を行うと
ともに実質的な平等性を確保する。
(2) 情報開示とコミュニケーション

　当社は、法令及び東京証券取引所の規則で定められている情報、並びにステーク
ホルダーに当社を正しく理解してもらうために有用な情報を、迅速、正確かつ公平
に開示し透明性を確保するとともに、株主との間で建設的な対話を行う。
(3) コーポレート・ガバナンス体制

　当社は、監査役会制度を基礎として、独立社外取締役・独立社外監査役を選任す
るとともに、独立社外取締役を主要な構成員とする取締役会の諮問機関を設置する
ことにより、経営監督機能を強化する。

　当社は、2015年6月に適用開始された「コーポレートガバナンス・コード」(2018
年6月改訂)を踏まえ、2015年10月に「ＮＲＩコーポレートガバナンス・ガイドライ
ン」を制定(2018年12月改定)しました。本ガイドラインにおいて、当社のコーポレ
ート・ガバナンスの基本的な考え方や方針を定めています。

－ 1 －

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
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【コーポレート・ガバナンス体制図】
(2019年3月31日現在)

 

(注) 「 Ｎ Ｒ Ｉ コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ・ ガ イ ド ラ イ ン 」 は 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
(https://www.nri.com/jp/)でご覧いただけます。

－ 2 －

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
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2. 業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容
当社は、業務の適正を確保するための体制の整備について、次のとおり方針を定め

ています。

内部統制システムの構築に関する基本方針
当社及び当社の子会社からなる当社グループは、「顧客の信頼を得て、顧客ととも

に栄える」、「新しい社会のパラダイムを洞察し、その実現を担う」という2つの企
業使命を掲げ、その実践を通して広く経済社会の発展に貢献することを基本理念とし
ている。

当社は、この基本理念の下、グループ一体となって企業価値の向上及び透明性の高
い効率的な経営を実現するため、次のとおり内部統制システムの構築に関する基本方
針を定める。これらの方針は、原則として当社グループに共通に適用するものであ
る。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制

① 当社グループの取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観を持って事
業活動を行う企業風土を構築するため、当社グループ全体に適用する企業行動
原則及びビジネス行動基準を定める。

② 法令及び定款の遵守体制の実効性を確保するため、取締役会の決議により、最
高倫理責任者、コンプライアンスに関する会議体及び担当役員を置く。担当役
員の下、主管部署は、当社グループの取締役及び使用人の法令遵守意識の定着
と運用の徹底を図るため、研修等必要な諸活動を推進し、管理する。

③ 事業部門及び子会社にはコンプライアンス担当者を置き、各事業部門等に固有
のコンプライアンス・リスクを認識し、主管部署とともに法令遵守体制の整備
及び推進に努める。

④ 反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係を持たない。反社会的勢力か
らの不当要求に対しては、組織全体として毅然とした対応をとる。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容
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⑤ 当社グループの事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対し
て適切な処理を行うため、公益通報の運用に関する規程を定めるとともに、通
報先を社内及び社外とするコンプライアンス・ホットラインを設置する。是
正、改善の必要があるときには、速やかに適切な措置をとる。

⑥ 前項の通報を行った者に対し、当該通報を行ったことを理由として不利益な扱
いをすることを禁ずる。

⑦ 内部監査部署は、当社グループの法令及び定款の遵守体制の有効性について監
査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときに
は、速やかにその対策を講ずる。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役の職務の執行に係る情報は、文書化(電磁的記録を含む)の上、経営判断

等に用いた関連資料とともに保存する。文書管理に関する主管部署を置き、管
理対象文書とその保管部署、保存期間及び管理方法等を規程に定める。

② 取締役の職務の執行に係る情報は、取締役又は監査役等から要請があった場合
に備え、適時閲覧可能な状態を維持する。

③ 内部監査部署は、当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理につい
て監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があると
きには、その対策を講ずる。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理の全体最適を図るため、取締役会の決議により、当社グループ全体

のリスク管理に関する規程を定め、リスク管理担当役員及びリスク管理統括部
署を置く。リスク管理統括部署は、リスク管理及び内部統制の状況を点検し、
改善を推進する。

② 事業活動に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部署においてリスク
管理に関する規程を定めて対応するとともに、必要に応じて専門性を持った会
議体で審議する。主管部署は、事業部門等を交えて適切な対策を講じ、リスク
管理の有効性向上を図る。

－ 4 －

業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容



2019/05/20 14:02:45 / 18482805_株式会社野村総合研究所_招集通知（Ｆ）

③ 事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の危機に
対しては、しかるべき予防措置をとる。また、緊急時の対策等を基本的指針に
定め、危機発生時には、これに基づき対応する。

④ 上記②、③のリスク管理体制については、継続的な改善活動を行うとともに、
定着を図るための研修等を適宜実施する。

⑤ 内部監査部署は、当社グループのリスク管理体制について監査を行う。主管部
署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、速やかにその
対策を講ずる。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社グループ各社は、取締役会の運営に関する規程を定めるとともに、定時の

取締役会において重要事項を決定し、取締役に業務報告をさせることにより業
務執行の監督等を行うほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催する。

② 当社は、執行役員制度を採用し、業務執行の権限及び責任を大幅に委譲するこ
とにより、取締役会は業務執行の監督を主とする。執行と監督の分離により、
効率的な執行と監督機能の強化を図る。

③ 当社グループは事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事
業部門及び子会社の目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析
を通じて所期の業績目標の達成を図る。

④ 経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ＩＴ
システムの主管部署を置いて整備を進め、全社レベルでの最適化を図る。

⑤ 内部監査部署は、当社グループの事業活動の効率性及び有効性について監査を
行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、
連携してその対策を講ずる。

(5) 財務報告の信頼性を確保するための体制
① 当社は、適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理

業務に関する規程を定めるとともに、情報開示に関する会議体及び担当役員を
置き、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。

② 内部監査部署は、当社グループの財務報告に係る内部統制について監査を行
う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、そ
の対策を講ずる。

－ 5 －

業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容
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(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社は、グループ会社が一体となって事業活動を行い、当社グループ全体の企

業価値を向上させるため、子会社の経営管理に関する規程を定める。子会社
は、経営・財務の状況を定期的に当社に報告する。

② 子会社は、当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼす事項を実行する際
に、当社と事前協議を行い、当社は必要に応じて子会社に適切な指導を行う。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項

① 監査役による監査が実効的に行われることを確保するため、監査役(監査役会)
直轄の専任部署を置く。

② 監査役を補助する使用人の人事に関する事項については、監査役との協議によ
り定めるものとする。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制

① 監査役の要請に応じて、取締役及び使用人は、事業及び内部統制の状況等の報
告を行い、内部監査部署は内部監査の結果等を報告する。

② 取締役及び使用人は、当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼすおそれ
のある事項につき監査役に報告する。

③ 前記(1)⑤のコンプライアンス・ホットラインへの通報に関しては、原則全件
コンプライアンス担当役員及び監査役に報告するものとする。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役の職務執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上し、監査
役が緊急又は臨時に支出した費用については、事後会社に請求できる。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査役
は取締役会に出席するほか、経営会議その他の重要な会議に出席することができ
る。また、監査役から要求のあった文書等は、随時提供する。

－ 6 －

業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容
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3. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制の運用状況

① 当社グループの倫理・コンプライアンス体制については、その実効性を確保す
るため、最高倫理責任者及びコンプライアンス担当役員を置き、コンプライア
ンス会議を設置した上で、コンプライアンスに関する規程を定めています。
「ＮＲＩグループ企業行動原則」、「ＮＲＩグループビジネス行動基準」等を
記載した『RULE BOOK』を作成して全役職員に配布し、リスク管理、コンプ
ライアンス等に関する研修や啓発活動を継続的に実施することで、その定着と
実効性の向上を図っています。
当年度は、コンプライアンス会議を2回開催しました。

② 反社会的勢力に対しては、取引を含め一切の関係を持たないことを基本方針と
して「ＮＲＩグループビジネス行動基準」に定めており、主管部署が情報収集
及び取引防止に関する管理・対応を行っています。

③ 当社グループは、法令違反の早期発見及び未然防止を目的に、通報窓口として
「コンプライアンス・ホットライン」を社内と社外に設けています。また、公
益通報運用規程において、通報者が不利益を受けない旨を定めています。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制の運用状況
文書管理規程を定め、文書の管理責任者、保存・廃棄等に関する基準を定めてい
ます。文書の管理責任者は、保存・貸出・移管・廃棄など管理方法を定めていま
す。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制の運用状況
① 当社グループ全般のリスク管理のため、リスク管理担当役員を任命するととも

に、リスク管理統括部署として統合リスク管理部を設置しています。統合リス
ク管理部は、リスク管理の枠組みの構築・整備、リスクの特定・評価・モニタ
リング及び管理体制全般の整備等を実施しています。

② 統合リスク管理会議を開催して全社的な内部統制の状況を適宜点検するとと
もに、各事業部門並びに子会社が出席する業務推進委員会を通じて内部統制シ
ステムの定着を図っています。
当年度は、統合リスク管理会議を2回開催しました。

－ 7 －

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
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③ 事業活動に伴う主要リスクに対しては、リスクごとに主管部署を定めており、
必要に応じて専門性を持った会議で審議し、主管部署が事業部門と連携して適
切な対応を講じています。

④ 大規模災害、大規模障害、事業や業務遂行に関わる事件・事故に備えて、初動
体制と行動指針をまとめたコンティンジェンシープラン(緊急時対応計画)を
策定しています。事前対策や訓練を重ね、より円滑な事業継続に向けた体制の
構築や必要なインフラの整備を行うなど、危機管理体制の整備・強化に取り組
んでいます。
当年度は、地震・大規模障害を想定した全社的な訓練を8回実施しました。

⑤ 危機発生時における迅速な体制の整備と支援等に関する事項を審議するため、
危機管理会議を設置し、運用しています。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の運用状況
① 当社グループ各社の取締役会は、原則月1回開催するほか、必要に応じて随時

開催しています。当社では業務執行の権限及び責任を大幅に執行役員及び経
営役に委譲しており、取締役会は専ら全社レベルの業務執行の基本となる意思
決定と業務執行の監督を担当しています。
また、事業活動の総合的な調整と業務執行の意思統一のため、代表取締役を中
心に執行役員等が参加する経営会議を開催し、経営全般の重要事項の審議を行
っています。
取締役会及び経営会議の開催に当たっては、審議資料を会議参加者が事前に閲
覧し、会議での効率的な議論ができるようにしています。
当年度、当社は取締役会を14回、経営会議を47回開催しました。

② ＩＴシステムの主管部署として情報システム部を設置しており、経営の効率化
及び内部統制が有効に機能することを目的として、ＩＴシステムの整備を進め
ています。
当年度は、昨年度より進めている情報漏洩リスクを低減する端末の導入拡大を
行いました。

(5) 財務報告の信頼性を確保するための体制の運用状況
開示書類の一層の信頼性向上のため、情報開示会議において、計算書類や有価証
券報告書等の作成プロセスやその適正性の確認を行っています。
当年度は、情報開示会議を9回開催しました。

－ 8 －

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
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(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制の運用状況
① 子会社の経営・財務の状況を把握するため、主管部署は月次決算資料、取締役

会議事録等を求め、重要な事項は当社取締役会に報告しています。
② 子会社は重要事項を実行する際に、当社と事前協議を行い、主管部署が子会社

を指導しています。
(7) 内部監査部署による業務の適正を確保するための体制の運用状況

① 代表取締役社長直属の組織である内部監査室(社員21名)が、リスク管理体制や
コンプライアンス体制等の有効性等について、当社グループの監査を行ってい
ます。

② 内部監査室の監査結果は代表取締役社長に報告され、是正・改善の必要がある
場合には、統合リスク管理部、主管部署及び事業部門が適宜連携し、改善に努
めています。

③ 内部監査室は、会計監査人との間で内部監査の実施計画や結果に関して定期的
に意見交換を行い、連携を図っています。

(8) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制の運用状況
① 監査役による監査が実効的に行われることを確保するため、監査職務を支援す

る監査役室を設置しています。監査役室の人事については、代表取締役又は人
事担当役員が監査役室の独立性に留意し監査役と協議し決定しています。

② 監査役は、会計監査人から監査計画、監査実施状況の報告を受けるほか、当社
の内部監査部門である内部監査室から内部監査結果の報告を受けるなど、会計
監査人及び内部監査室と連携して監査を進めています。

③ 監査役は、各種規程の遵守状況のモニタリング結果等の内部統制の状況に関す
る報告を、統合リスク管理部から適宜受けています。

④ 監査役費用については、監査役監査規程に基づき、監査役の職務執行に必要な
予算を計上し、会社に請求しています。また、緊急又は臨時に支出した費用に
ついては、事後、会社に請求しています。

⑤ 監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、必要に応じて役職員
に対して報告を求め、取締役の職務執行に関して厳正な監査を行っています。

－ 9 －
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連結株主資本等変動計算書
(ご参考)前年度(2017年4月1日から2018年3月31日まで) (単位：百万円、単位未満切捨て)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 18,600 14,710 400,345 △37,316 396,339
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 －
剰 余 金 の 配 当 △20,817 △20,817
親会社株主に帰属する当期純利益 55,145 55,145
自 己 株 式 の 取 得 △50,009 △50,009
自 己 株 式 の 処 分 88 4,832 4,920
自 己 株 式 の 消 却 △41,275 41,275 －
利益剰余金から資本剰余金への振替 41,186 △41,186 －
非 支 配 株 主 と の 取 引 に
係 る 親 会 社 の 持 分 変 動 66 66
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額

 

(純
 

額)
当 期 変 動 額 合 計 － 66 △6,858 △3,901 △10,693
当 期 末 残 高 18,600 14,776 393,487 △41,218 385,645

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 非支配株主

持 分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 37,165 △11 △893 1,832 38,093 1,220 11,644 447,297
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 －
剰 余 金 の 配 当 △20,817
親会社株主に帰属する当期純利益 55,145
自 己 株 式 の 取 得 △50,009
自 己 株 式 の 処 分 4,920
自 己 株 式 の 消 却 －
利益剰余金から資本剰余金への振替 －
非 支 配 株 主 と の 取 引 に
係 る 親 会 社 の 持 分 変 動 66
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額

 

(純
 

額) △4,720 8 △3,062 3,219 △4,555 81 544 △3,929
当 期 変 動 額 合 計 △4,720 8 △3,062 3,219 △4,555 81 544 △14,623
当 期 末 残 高 32,445 △3 △3,955 5,051 33,538 1,301 12,188 432,674

－ 10 －
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当年度(2018年4月1日から2019年3月31日まで) (単位：百万円、単位未満切捨て)
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 18,600 14,776 393,487 △41,218 385,645
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 738 738 1,476
剰 余 金 の 配 当 △21,372 △21,372
親会社株主に帰属する当期純利益 50,931 50,931
自 己 株 式 の 取 得 △36,578 △36,578
自 己 株 式 の 処 分 60 5,599 5,659
自 己 株 式 の 消 却 －
利益剰余金から資本剰余金への振替 －
非 支 配 株 主 と の 取 引 に
係 る 親 会 社 の 持 分 変 動 △23 △23
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額

 

(純
 

額) －
当 期 変 動 額 合 計 738 774 29,559 △30,979 93
当 期 末 残 高 19,338 15,551 423,047 △72,197 385,739

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 非支配株主

持 分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 32,445 △3 △3,955 5,051 33,538 1,301 12,188 432,674
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,476
剰 余 金 の 配 当 △21,372
親会社株主に帰属する当期純利益 50,931
自 己 株 式 の 取 得 △36,578
自 己 株 式 の 処 分 5,659
自 己 株 式 の 消 却 －
利益剰余金から資本剰余金への振替 －
非 支 配 株 主 と の 取 引 に
係 る 親 会 社 の 持 分 変 動 △23
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額

 

(純
 

額) △5,293 3 △110 △2,898 △8,299 △323 886 △7,736
当 期 変 動 額 合 計 △5,293 3 △110 △2,898 △8,299 △323 886 △7,642
当 期 末 残 高 27,152 － △4,065 2,153 25,239 978 13,075 425,032

－ 11 －
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連　結　注　記　表
［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記］

1．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数

子会社70社全てを連結しています。
主要な連結子会社名

ＮＲＩネットコム㈱、ＮＲＩセキュアテクノロジーズ㈱、ＮＲＩデータｉテック㈱、ＮＲＩ
プロセスイノベーション㈱、ＮＲＩシステムテクノ㈱、㈱だいこう証券ビジネス、㈱ＤＳＢ
情報システム、Nomura Research Institute Holdings America, Inc.、Brierley & 
Partners, Inc.、野村総合研究所（北京）有限公司、Nomura Research Institute Asia 
Pacific Private Limited、ASG Group Limited、SMS Management & Technology 
Limited、Nomura Research Institute Australia Pty Ltd

　当年度に、新規設立に伴い3社を新たに連結の範囲に含めています。また、持分売却に伴い
2社を連結の範囲から除外しています。

2．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数

関連会社9社に対する投資について、持分法を適用しています。
主要な持分法適用の関連会社名

丸紅ＩＴソリューションズ㈱、上海菱威深信息技術有限公司、㈱ウエルス・スクエア、ＫＤ
ＤＩデジタルデザイン㈱

　当年度に、共同出資により1社を新たに持分法適用の範囲に含めています。
3．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は32社であり、9社の決算日が12月31日、
23社の決算日が6月30日です。連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日に実施した仮
決算に基づく計算書類を使用しています。

－ 12 －
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4．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
満期保有目的の債券

償却原価法
その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により
算定)

時価のないもの
主として移動平均法による原価法

② デリバティブ
時価法

③ たな卸資産
個別法による原価法(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定)

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く。)
　主として定率法(ただし、国内連結会社が1998年4月1日以降に取得した建物(建物附属設
備を除く。)及び2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を採用
しています。
　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物(信託建物を含む。)及び構築物 5～50年
機械及び装置 5年
工具、器具及び備品 2～20年

② 無形固定資産(リース資産を除く。)
　販売目的ソフトウエアについては、残存有効期間(原則3年)に基づく均等配分額を下限と
した、見込販売数量若しくは見込販売収益に基づく償却方法を採用しています。
　顧客へのサービス提供目的の自社利用ソフトウエアについては、利用可能期間(最長5年)
に基づく定額法を採用しています。
　その他の無形固定資産については、定額法を採用しています。

－ 13 －
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③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る有形リース資産については、リース期間を
耐用年数とする定率法を主として採用しています。また、無形リース資産については、リー
ス期間を耐用年数とする定額法を採用しています。

⑶　重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権など特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ています。

② 賞与引当金
　従業員の賞与の支払に充てるため、支給見込額を計上しています。

③ 受注損失引当金
　受注案件に係る将来の損失に備えるため、当年度末において損失が見込まれ、かつ、その
金額を合理的に見積もることが可能なものについては、翌年度以降に発生が見込まれる損失
額を計上しています。

④ 金融商品取引責任準備金
　証券事故による損失に備えるため、一部金融事業を営む連結子会社が、金融商品取引法第
46条の5の規定に基づき、金融商品取引業等に関する内閣府令第175条に定めるところによ
り算出した額を計上しています。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額の期間帰属方法は、給付算定式基準を採用し
ています。
　数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(5～15年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌年度から費用処理していま
す。
　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11～
15年)による定額法により費用処理しています。

⑸　重要な収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア及びコンサルティングプロジェクトに係る売上高及び売上原価の
認識基準

　原則として工事進行基準を適用しています。この場合の進捗度の見積りは、原価比例法を用
いています。
　なお、当年度末時点で未完成のプロジェクトに係る工事進行基準の適用に伴う売上高に対応
する債権を、連結貸借対照表上「開発等未収収益」として計上しています。

－ 14 －
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⑹　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に
おける為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めています。

⑺　重要なヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっています。

⑻　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で定額法
により償却しています。

⑼　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっており、控除対象外の消費税及び地方
消費税は当年度の費用として処理しています。

［表示方法の変更に関する注記］
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　2018年2月16日)を当
年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債
は固定負債の区分に表示しています。

［連結貸借対照表に関する注記］
1．担保に供している資産

　投資有価証券を、取引所への長期差入保証金の代用として109百万円、㈱日本証券クリアリ
ング機構への清算基金の代用として328百万円、それぞれ差し入れています。

2．有形固定資産の減価償却累計額 68,070百万円
3．訴訟

　当社は、2015年4月30日付で日本郵政インフォメーションテクノロジー㈱から訴訟の提起
を受け、現在係争中です。
　同社は、全国の郵便局等を結ぶ通信ネットワークを新回線へ移行するに当たり、ソフトバン
ク㈱に対し回線サービスの調達・保守業務を、当社に対しネットワークの移行管理・調整業務
を、発注しました。この新回線への移行が遅延し損害を被ったとして、日本郵政インフォメー
ションテクノロジー㈱は、ソフトバンク㈱及び当社に対し、16,150百万円を連帯して支払う
よう求めています。

－ 15 －
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［連結株主資本等変動計算書に関する注記］
1．当年度末における発行済株式の総数 251,260千株

2．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決　　議 配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円) 基　準　日 効 力 発 生 日

2018年  5月16日
取締役会 10,767 45 2018年  3月31日 2018年  6月1日

2018年10月25日
取締役会 10,605 45 2018年  9月30日 2018年11月30日
 

(注)1．配当金の総額は、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式に対する配当額
(2018年5月決議分50百万円、2018年10月決議分33百万円)を含んでいます。

2．2018年5月16日取締役会決議の1株当たり配当額は、記念配当5円を含んでいます。

⑵　基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌年度となるもの

決　　議 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 1株当たり

配当額(円) 基　準　日 効力発生日

2019年5月15日
取締役会 10,549 利益剰余金 45 2019年3月31日 2019年5月31日

(注) 配当金の総額は、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式に対する配当額(60
百万円)を含んでいます。

3．新株予約権に関する事項
当年度末における新株予約権の目的となる株式の数
(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)

756千株

［金融商品に関する注記］
1．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループ(当社及び連結子会社をいう。以下同じ。)は、必要に応じ、短期資金は銀行借
入やコマーシャルペーパー等により、長期資金は社債等発行や銀行借入により、調達します。
資金運用については、安全性の高い金融商品を中心に行います。デリバティブ取引について
は、リスクヘッジ目的に限って行い、投機的な取引は行わない方針です。
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⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金及び開発等未収収益は、取引先の信用リスクにさらされていますが、
回収までの期間はおおむね短期であり、貸倒実績率は低いものとなっています。当該リスクに
ついては、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、各事業部門が取引先の状況をモニ
タリングし、財務状況の悪化等を把握したときは速やかに対応するなどリスク軽減に努めてい
ます。
　営業債務である買掛金は、支払までの期間はおおむね短期です。
　営業債権債務が外貨建である場合、為替の変動リスクにさらされていますが、一部、為替予
約取引等によりそのリスクをヘッジしています。
　有価証券は、主に株式、債券及び公社債投資信託であり、このうち株式は、主に業務上の関
係を有する取引先企業の株式です。これらは、発行体等の信用リスク及び市場価格・為替・金
利の変動リスクにさらされています。定期的にこれらの時価や発行体の財務状況等を把握し、
リスク軽減に努めています。
　社債及び長期借入金は、主に設備投資に係る資金の調達を目的とするものです。一部、金利
変動リスクにさらされていますが、社債については金利スワップ取引によりそのリスクをヘッ
ジしています。資金調達に係る流動性リスクについては、資金繰り見通しを策定し当社グルー
プ全体の資金管理を行うほか、安定した調達先の確保等により、そのリスクを軽減していま
す。
　このほか、一部金融事業を営む子会社において、信用取引貸付金及び営業貸付金がありま
す。信用取引資産である信用取引貸付金は、証券会社に対する貸付でありその信用リスクにさ
らされていますが、証券会社ごとに与信限度額を設け、また購入株式を担保とした上でさらに
保証金を受け入れています。営業貸付金は、個人又は法人に対する貸付でありその信用リスク
にさらされていますが、担保として有価証券を受け入れています。
　デリバティブ取引は、外貨建の金銭債権債務(予定取引を含む。)に係る為替変動リスクをヘ
ッジすることを目的とした為替予約取引等と、借入等に係る金利変動リスクをヘッジすること
を目的とした金利スワップ取引であり、いずれもヘッジ会計を適用しています。これらは取引
先金融機関の信用リスクにさらされていますが、格付けの高い金融機関とのみ取引を行うこと
によりそのリスクを軽減しています。取引の実行に当たっては、取引権限や取引対象等を定め
た取締役会の決議に則り、財務部門が取引を実行しています。その取引実績は、定期的に取締
役会に報告しています。ヘッジ有効性の評価については、個別取引ごとにヘッジ効果を検証し
ていますが、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり高い有効性があるとみ
なされる場合は、有効性の判定を省略しています。
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⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異
なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

2．金融商品の時価等に関する事項
　2019年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれて
いません((注)2．参照)。

(単位：百万円)
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 現金及び預金 124,773 124,773 －
⑵ 売掛金 88,101 88,101 －
⑶ 開発等未収収益 44,010 44,010 －
⑷ 有価証券、投資有価証券及び関係会社株式 79,286 79,286 －
⑸ 営業貸付金 1,725 1,725 －
⑹ 信用取引資産 7,412 7,412 －
⑺ 短期差入保証金 3,504 3,504 －
資産計 348,812 348,812 －
⑴ 買掛金 27,698 27,698 －
⑵ 短期借入金 6,345 6,345 －
⑶ 信用取引負債 1,672 1,672 －
⑷ 短期受入保証金 5,992 5,992 －
⑸ 社債 33,931 34,296 365
⑹ 長期借入金 ※1 17,893 17,893 －
負債計 93,534 93,899 365
デリバティブ取引 ※2 － － －
※1：長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金4,679百万円を含めています。
※2：デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務を純額で表示しており、合計で正味の債務

となる場合には( )で示しています。
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(注)1．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産
⑴ 現金及び預金、⑺ 短期差入保証金
　これらは全て短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としています。

⑵ 売掛金
　売掛金はおおむね短期であり、また、長期のものについては信用リスクを加味した利率に
より割り引いた現在価値をもって計上しており、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としています。

⑶ 開発等未収収益
　開発等未収収益はおおむね短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としています。

⑷ 有価証券、投資有価証券及び関係会社株式
　株式については取引所の価格、債券については取引所の価格又は取引金融機関から提示さ
れた価格、投資信託については公表されている基準価格を、それぞれ時価としています。

⑸ 営業貸付金、⑹ 信用取引資産
　これらは変動金利であり、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、取引先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、当該帳簿価額を時価として
います。貸倒懸念債権については、担保による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し
ており、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額
を控除した金額と近似していることから、当該価額を時価としています。

負債
⑴ 買掛金、⑵ 短期借入金、⑶ 信用取引負債、⑷ 短期受入保証金
　これらはおおむね短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としています。

⑸ 社債
　社債は、市場価格又は取引金融機関から提示された価格を時価としています。

⑹ 長期借入金
　長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額を時価としています。固定金利によるものは、元利金
を新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値を、時価として
います。
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デリバティブ取引
　取引金融機関から提示された価格を時価としています。

(注)2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のと
おりであり、上表の「資産 ⑷有価証券、投資有価証券及び関係会社株式」には含まれていま
せん。

(単位：百万円)
区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非上場株式等　※1 7,895
投資事業組合等への出資金　※2 781

※1：非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから、時価評価していません。なお、非上場株式等には、関連会社株式
5,637百万円が含まれています。

※2：投資事業組合等への出資金のうち、組合財産の全部又は一部が、非上場株式など市場
価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているもの
については、その非上場株式等部分については時価評価していません。

(注)3．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：百万円)

1 年 以 内 1年超5年以内 5年超10年以内 10  年  超
現金及び預金 124,773 － － －
売掛金 88,009 91 － －
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの
国債・地方債等 － 4 1,000 －
社債 3,000 23,800 － －

営業貸付金 1,725 － － －
信用取引資産 7,412 － － －
短期差入保証金 3,504 － － －

計 228,424 23,895 1,000 －
開発等未収収益は、回収日が確定していないため、上表には記載していません。
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(注)4．社債及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
(単位：百万円)

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5 年 超
社債 － － － 3,931 － 30,000
長期借入金 ※ 4,679 4,681 4,524 4,006 － －

計 4,679 4,681 4,524 7,938 － 30,000
※：長期借入金の一部は、信託型従業員持株インセンティブ・プランに基づき設定されたＮ

ＲＩグループ社員持株会専用信託が借り入れたものです。3か月ごとに、当該信託が保
有する株式の売却代金等相当額を返済することになっており、個々の分割返済について
金額による定めはありません。このため、当該借入金の返済予定額は、株式の売却見込
等による概算値を記載しています。

［1株当たり情報に関する注記］
1．1株当たり純資産額 1,763円12銭
2．1株当たり当期純利益金額 216円33銭
(注) ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式を、発行済株式総数から控除する自

己株式に含めて計算しています。当該信託が保有する当社株式の期末株式数は1,339千株、
期中平均株式数は720千株です。

［重要な後発事象に関する注記］
株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更
　当社は、2019年4月25日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部
変更を行うことを決議しました。
1．株式分割の目的

　株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上
と投資家層の拡大を図ることを目的とするものです。

2．株式分割の概要
⑴　分割の方法

　2019年6月30日(当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2019年6月28日)を
基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式1株につき
3株の割合で株式の分割を行います。
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⑵　分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数 251,260,000株
今回の分割により増加する株式数 502,520,000株
株式分割後の発行済株式総数 753,780,000株
株式分割後の発行可能株式総数 2,722,500,000株

⑶　分割の日程
基準日公告日　　2019年6月16日(日曜日) (予定)
基準日　　　　　2019年6月30日(日曜日)

(当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2019年6月28日)
効力発生日　　　2019年7月  1日(月曜日)

3．1株当たり情報に及ぼす影響
　今回の株式分割が前年度の期首に行われたと仮定した場合の前年度及び当年度における1
株当たり情報は、次のとおりです。

(ご参考)前年度
(2017年度)

当 年 度
(2018年度)

期中平均株式数(千株) ※ 724,944 706,310
1株当たり当期純利益金額 76円7銭 72円11銭

※ 1株当たり当期純利益金額の算定上、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式を、
期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています(株式分割考慮後：前年度4,490
千株、当年度2,161千株)。

(ご参考)前年度
(2017年度)

当 年 度
(2018年度)

期末発行済株式数(千株) ※ 753,000 753,780
1株当たり純資産額 586円71銭 587円71銭

※ 1株当たり純資産額の算定上、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式を、期末発
行済株式総数から控除する自己株式に含めています(株式分割考慮後：前年度末3,345千株、当年
度末4,018千株)。
4．株式分割に伴う定款の一部変更
⑴　定款変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第2項の規定に基づき、取締役会決議により2019
年7月1日をもって当社定款第6条に定める発行可能株式総数を変更します。
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⑵　定款変更の内容
(下線は変更部分を示します。)

現 行 変 更 後
第2章　株式 第2章　株式

(発行可能株式総数) (発行可能株式総数)
第6条　当会社の発行可能株式総数は、

907,500,000株とする。
第6条　当会社の発行可能株式総数は、

2,722,500,000株とする。
⑶　定款変更の日程

定款変更の取締役会決議日　　2019年4月25日
定款変更の効力発生日　　　　2019年7月  1日

［その他の注記］
追加情報
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引について
　当社は、従業員(連結子会社の従業員を含む。以下この項において同じ。)に対する中長期的
な当社企業価値向上へのインセンティブ付与及び福利厚生の拡充等により当社の持続的成長を
促すことを目的として、信託型従業員持株インセンティブ・プランを導入しています。
　同プランは、ＮＲＩグループ社員持株会に加入する全ての従業員を対象に、当社株式の株価
上昇メリットを還元するインセンティブ・プランであり、同プランを実施するため当社はＮＲ
Ｉグループ社員持株会専用信託(以下この項において「持株会信託」という。)を設定していま
す。
⑴　2016年3月導入の信託型従業員持株インセンティブ・プラン

　持株会信託は、信託の設定後3年間にわたりＮＲＩグループ社員持株会が取得すると見込ま
れる規模の当社株式を、あらかじめ一括して取得し、ＮＲＩグループ社員持株会の株式取得
に際して当該株式を売却していきます。株価が上昇し信託終了時に持株会信託内に利益があ
る場合には、従業員に金銭が分配されます。なお、当社は持株会信託が当社株式を取得する
ために行った借入れについて保証しており、信託終了時に借入債務が残っている場合には保
証契約に基づき当社が弁済することになります。
　会計処理については、期末における持株会信託の資産及び負債を当社の連結貸借対照表に
計上し、持株会信託が保有する当社株式については、持株会信託の帳簿価額で純資産の部の
自己株式に計上します。持株会信託における利益は、将来精算されることになる仮勘定とし
て負債に計上します。持株会信託が損失となる場合は、将来精算されることになる仮勘定と
して資産に計上した上で、信託終了時に借入債務が残ることが見込まれるときは引当金を計
上します。
　この持株会信託は2019年3月に終了しています。持株会信託が借入債務を完済し、当社に
よる保証債務の履行はありません。
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⑵　2019年3月導入の信託型従業員持株インセンティブ・プラン
　持株会信託は、信託の設定後4年間にわたりＮＲＩグループ社員持株会が取得すると見込ま
れる規模の当社株式を、あらかじめ一括して取得し、ＮＲＩグループ社員持株会の株式取得
に際して当該株式を売却していきます。株価が上昇し信託終了時に持株会信託内に利益があ
る場合には、従業員に金銭が分配されます。なお、当社は持株会信託が当社株式を取得する
ために行った借入れについて保証しており、信託終了時に借入債務が残っている場合には保
証契約に基づき当社が弁済することになります。
　会計処理については、期末における持株会信託の資産及び負債を当社の連結貸借対照表に
計上し、持株会信託が保有する当社株式については、持株会信託の帳簿価額で純資産の部の
自己株式に計上します。持株会信託における利益は、将来精算されることになる仮勘定とし
て負債に計上します。持株会信託が損失となる場合は、将来精算されることになる仮勘定と
して資産に計上した上で、信託終了時に借入債務が残ることが見込まれるときは引当金を計
上します。
　当年度末に連結貸借対照表に計上した持株会信託の保有する当社株式は6,576百万円
(1,339千株)、持株会信託における借入金は17,500百万円です。

(注) 記載数値は、表示単位未満の端数を切り捨てています。ただし、1株当たりの数値は、表示桁未
満の端数を四捨五入しています。
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株主資本等変動計算書
(ご参考)前年度(2017年4月1日から2018年3月31日まで) (単位：百万円、単位未満切捨て)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 18,600 14,800 － 14,800 570 833 147 367,182 368,733 △37,316 364,817
当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 △39 39 － －
新 株 の 発 行 －
剰 余 金 の 配 当 △20,817 △20,817 △20,817
当 期 純 利 益 52,282 52,282 52,282
自 己 株 式 の 取 得 △50,009 △50,009
自 己 株 式 の 処 分 88 88 4,832 4,920
自 己 株 式 の 消 却 △41,275 △41,275 41,275 －
利益剰余金から資本
剰 余 金 へ の 振 替 41,186 41,186 △41,186 △41,186 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － △39 △9,682 △9,721 △3,901 △13,623
当 期 末 残 高 18,600 14,800 － 14,800 570 833 107 357,499 359,012 △41,218 351,193

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 35,443 △10 35,433 1,159 401,409
当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 －
新 株 の 発 行 －
剰 余 金 の 配 当 △20,817
当 期 純 利 益 52,282
自 己 株 式 の 取 得 △50,009
自 己 株 式 の 処 分 4,920
自 己 株 式 の 消 却 －
利益剰余金から資本
剰 余 金 へ の 振 替 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △4,488 6 △4,482 98 △4,383

当 期 変 動 額 合 計 △4,488 6 △4,482 98 △18,006
当 期 末 残 高 30,954 △3 30,951 1,258 383,403
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当年度(2018年4月1日から2019年3月31日まで) (単位：百万円、単位未満切捨て)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 18,600 14,800 － 14,800 570 833 107 357,499 359,012 △41,218 351,193
当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 △39 39 － －
新 株 の 発 行 738 738 738 1,476
剰 余 金 の 配 当 △21,372 △21,372 △21,372
当 期 純 利 益 63,345 63,345 63,345
自 己 株 式 の 取 得 △36,578 △36,578
自 己 株 式 の 処 分 60 60 5,599 5,659
自 己 株 式 の 消 却 －
利益剰余金から資本
剰 余 金 へ の 振 替 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 738 738 60 798 － － △39 42,013 41,973 △30,979 12,531
当 期 末 残 高 19,338 15,538 60 15,598 570 833 68 399,513 400,985 △72,197 363,725

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 30,954 △3 30,951 1,258 383,403
当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 －
新 株 の 発 行 1,476
剰 余 金 の 配 当 △21,372
当 期 純 利 益 63,345
自 己 株 式 の 取 得 △36,578
自 己 株 式 の 処 分 5,659
自 己 株 式 の 消 却 －
利益剰余金から資本
剰 余 金 へ の 振 替 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △4,128 3 △4,124 △323 △4,448

当 期 変 動 額 合 計 △4,128 3 △4,124 △323 8,083
当 期 末 残 高 26,826 － 26,826 934 391,486
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個　別　注　記　表
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

1．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券

満期保有目的の債券
償却原価法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

⑵　デリバティブ
時価法

⑶　たな卸資産
個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定)

2．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産(リース資産を除く。)

　定率法(ただし、1998年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く。)及び2016年4
月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を採用しています。
　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物(信託建物を含む。)及び構築物 5～50年
機械及び装置 5年
工具、器具及び備品 3～20年

⑵　無形固定資産(リース資産を除く。)
　販売目的ソフトウエアについては、残存有効期間(原則3年)に基づく均等配分額を下限とし
た、見込販売数量若しくは見込販売収益に基づく償却方法を採用しています。
　顧客へのサービス提供目的の自社利用ソフトウエアについては、利用可能期間(最長5年)に
基づく定額法を採用しています。
　その他の無形固定資産については、定額法を採用しています。
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⑶　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る有形リース資産については、リース期間を耐
用年数とする定率法を採用しています。また、無形リース資産については、リース期間を耐用
年数とする定額法を採用しています。

3．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権など特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
ます。

⑵　賞与引当金
　従業員の賞与の支払に充てるため、支給見込額を計上しています。

⑶　受注損失引当金
　受注案件に係る将来の損失に備えるため、当年度末において損失が見込まれ、かつ、その金
額を合理的に見積もることが可能なものについては、翌年度以降に発生が見込まれる損失額を
計上しています。

⑷　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上しています。
　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額の期間帰属方法は、給付算定式基準を採用し
ています。
　数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(15年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌年度から費用処理しています。
　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)
による定額法により費用処理しています。

4．収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア及びコンサルティングプロジェクトに係る売上高及び売上原価の認
識基準
　原則として工事進行基準を適用しています。この場合の進捗度の見積りは、原価比例法を用
いています。
　なお、当年度末時点で未完成のプロジェクトに係る工事進行基準の適用に伴う売上高に対応
する債権を、貸借対照表上「開発等未収収益」として計上しています。
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5．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の
方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

⑵　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しています。

⑶　重要なヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっています。

⑷　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっており、控除対象外の消費税及び地方
消費税は当年度の費用として処理しています。

［表示方法の変更に関する注記］
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　2018年2月16日)を当
年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債
は固定負債の区分に表示しています。

［貸借対照表に関する注記］
1．有形固定資産の減価償却累計額 55,055百万円
2．保証債務

　子会社の金融機関からの借入金や為替予約について保証しており、保証極度額は次のとおり
です。

ASG Group Limited 6,929百万円
日本智明創発ソフト㈱ 1,700百万円

計 8,629百万円
3．訴訟

　当社は、2015年4月30日付で日本郵政インフォメーションテクノロジー㈱から訴訟の提起
を受け、現在係争中です。
　同社は、全国の郵便局等を結ぶ通信ネットワークを新回線へ移行するに当たり、ソフトバン
ク㈱に対し回線サービスの調達・保守業務を、当社に対しネットワークの移行管理・調整業務
を、発注しました。この新回線への移行が遅延し損害を被ったとして、日本郵政インフォメー
ションテクノロジー㈱は、ソフトバンク㈱及び当社に対し、16,150百万円を連帯して支払う
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よう求めています。
4．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務(区分表示したものを除く。)

短期金銭債権 12,751百万円
長期金銭債権 602百万円
短期金銭債務 9,157百万円
長期金銭債務 1,139百万円

［損益計算書に関する注記］
関係会社との取引高

営業取引による取引高 売上高 65,905百万円
仕入高 44,022百万円

営業取引以外の取引による取引高 収益 14,430百万円
費用 14百万円

［株主資本等変動計算書に関する注記］
当年度末における自己株式の数 18,162千株

 

(注) 上記は、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式1,339千株を含んでいま
す。

［税効果会計に関する注記］
　繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却費等、退職給付引当金、賞与引当金繰入額に係る
税効果であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、前払年金費用で
す。
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［関連当事者との取引に関する注記］
⑴　親会社及び法人主要株主等

種　類 会社等の
名　　称 所在地 資本金

(百万円) 事業の内容
議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科　目 期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

野村ホールデ
ィングス㈱

東 京 都
中 央 区 594,492 持株会社

(被所有)
直接
29.6
間接

9.7

シ ス テ ム 開
発・製品販売
及び運用サー
ビス等の提供
役員の兼任等
無

シ ス テ ム 開
発・製品販売
及び運用サー
ビス等の提供

40,098
売掛金及び
開発等未収
収益

5,793

 
(注)1．上記の取引金額は消費税等を含まず、期末残高(消費税等の課税対象取引に係るものに限

る。)は消費税等を含んでいます。
2．取引の条件は、システム開発・製品販売及び運用サービス等に係る費用を勘案の上交渉し、

一般的取引条件と同様に決定しています。

⑵　子会社及び関連会社等

種　類 会社等の
名　　称 所在地 資本金

(百万円) 事業の内容
議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科　目 期末残高
(百万円)

子会社
ＮＲＩセキ
ュアテクノ
ロジーズ㈱

東 京 都
千 代 田 区 450

情報セキュ
リティに関
するアウト
ソーシング
サービス及
びコンサル
ティングサ
ービス

(所有)
直接
100.0

役員の兼任等
1名

資金の預り
(利息の支払)

902
(3)

関係会社預
り金 6,537

(注) 当社グループにおける資金の集中管理を目的としたものであり、取引金額は前年度末時点との
差し引き金額を記載しております。また、当該取引により発生する利息は、市場金利を参考に
決定しております。

［1株当たり情報に関する注記］
1．1株当たり純資産額 1,675円48銭
2．1株当たり当期純利益金額 269円06銭
(注) ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式を、発行済株式総数から控除する自

己株式に含めて計算しています。当該信託が保有する当社株式の期末株式数は1,339千株、
期中平均株式数は720千株です。
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［重要な後発事象に関する注記］
株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更
　当社は、2019年4月25日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部
変更を行うことを決議しました。
1．株式分割の目的

　株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上
と投資家層の拡大を図ることを目的とするものです。

2．株式分割の概要
⑴　分割の方法

　2019年6月30日(当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2019年6月28日)を
基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式1株につき
3株の割合で株式の分割を行います。

⑵　分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数 251,260,000株
今回の分割により増加する株式数 502,520,000株
株式分割後の発行済株式総数 753,780,000株
株式分割後の発行可能株式総数 2,722,500,000株

⑶　分割の日程
基準日公告日　　2019年6月16日(日曜日) (予定)
基準日　　　　　2019年6月30日(日曜日)

(当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2019年6月28日)
効力発生日　　　2019年7月  1日(月曜日)

3．1株当たり情報に及ぼす影響
　今回の株式分割が前年度の期首に行われたと仮定した場合の前年度及び当年度における1
株当たり情報は、次のとおりです。

(ご参考)前年度
(2017年度)

当 年 度
(2018年度)

期中平均株式数(千株) ※ 724,944 706,310
1株当たり当期純利益金額 72円12銭 89円69銭

※ 1株当たり当期純利益金額の算定上、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式を、
期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています(株式分割考慮後：前年度4,490
千株、当年度2,161千株)。
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(ご参考)前年度
(2017年度)

当 年 度
(2018年度)

期末発行済株式数(千株) ※ 753,000 753,780
1株当たり純資産額 534円87銭 558円49銭

※ 1株当たり純資産額の算定上、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式を、期末発
行済株式総数から控除する自己株式に含めています(株式分割考慮後：前年度末3,345千株、当年
度末4,018千株)。
4．株式分割に伴う定款の一部変更
⑴　定款変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第2項の規定に基づき、取締役会決議により2019
年7月1日をもって当社定款第6条に定める発行可能株式総数を変更します。

⑵　定款変更の内容
(下線は変更部分を示します。)

現 行 変 更 後
第2章　株式 第2章　株式

(発行可能株式総数) (発行可能株式総数)
第6条　当会社の発行可能株式総数は、

907,500,000株とする。
第6条　当会社の発行可能株式総数は、

2,722,500,000株とする。
⑶　定款変更の日程

定款変更の取締役会決議日　　2019年4月25日
定款変更の効力発生日　　　　2019年7月  1日

［その他の注記］
追加情報
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引について
　連結注記表「その他の注記　追加情報　1．従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取
引について」における記載内容と同一です。

(注）記載数値は、表示単位未満の端数を切り捨てています。ただし、比率及び1株当たりの数値は、
表示桁未満の端数を四捨五入しています。
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